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平成 21 年５月 20 日 

各 位      

会 社 名  株 式 会 社 ソ デ ィ ッ ク

代表者名  代表取締役社長   藤原  克英

（ コ ー ド 番 号 6 1 4 3  東 証 第 二 部 ）

問合せ先   総合企画本部長  古川  健一

     （ T E L ： 0 4 5 ‐ 9 4 2 ‐ 3 1 1 1 ）

 

連結子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 21 年５月 20 日開催の取締役会において、平成 21 年 10 月１日を合併期日（効力発生

日）として、当社の完全子会社である株式会社ソディックハイテック（以下「ソディックハイテック」）

を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、本合併は、当社の完全子

会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

また、本件は平成 21 年２月 21 日付で公表いたしました「会社分割（略式分割・簡易分割）による

精密機械事業及びサービス事業の承継に関するお知らせ」の会社分割を中止して行うもので、詳細に

ついては本日別途開示の「会社分割（略式分割・簡易分割）による精密機械事業及びサービス事業の

承継の中止に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

記 

 

１．合併の目的 

 当社グループは昨今の市場環境の悪化とその長期化に備え、組織体制の見直しを行い、経営資源の

最適化を進めております。ソディックハイテックは当社工作機械の補修等を行うサービス事業や、工

作機械の消耗品の販売を行うサプライ品事業など当社と密接な関連のある事業を展開しています。本

合併は、当社と密接な関連のある子会社を吸収合併によって当社に統合し、経営資源及び人的資源の

更なる有効活用と経営効率化を目指すものです。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会   平成 21 年５月 20 日 

分割契約締結   平成 21 年５月 20 日 

合併承認株主総会   平成 21 年６月 26 日 

合併の予定日（効力発生日）  平成 21 年 10 月１日（予定） 

※合併の承認は、当社においては株主総会において行われ、ソディックハイテックに 

おいては取締役会にて行われます。 

 

（２）合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、ソディックハイテックは解散します。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

 ソディックハイテックは当社の完全子会社であるため、本合併に際して、当社は株式の割当て及び

金銭その他の財産の交付をいたしません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要（平成 21 年３月 31 日現在） 

（１）商号 
株式会社ソディック 

（存続会社） 

株式会社ｿﾃﾞｨｯｸﾊｲﾃｯｸ 

（消滅会社） 

（２）事業内容 

工作機械事業（NC 放電加工機及びマシ

ニングセンタの開発・製造・販売）、産

業機械事業（プラスチック射出成形機、

リニア応用機器の開発・製造・販売）、

その他事業（CAD/CAM システム、精密金

型、電子部品、食品機械、ファインセラ

ミック備品の開発・製造・販売） 

放電加工機の周辺機器・消耗品

の販売、メンテナンス及び金属

製品の製造、精密工作機械の製

造・販売 

（３）設立年月日 昭和 51 年８月３日 平成 15 年２月 17 日

（４）本店所在地 
神奈川県横浜市都筑区仲町台 

三丁目 12 番１号 

神奈川県横浜市港北区新横浜 

一丁目５番１号 

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤原 克英 代表取締役社長 古川 利彦 

（６）資本金 20,775 百万円 516 百万円

（７）発行済株式数 53,432,510 株 21 株（Ａ種株式）

（８）純資産 28,728 百万円（単体） 2,117 百万円（単体）

（９）総資産 58,876 百万円（単体） 10,875 百万円（単体）

（10）決算期 ３月 31 日 ３月 31 日

（11）大株主及び持株比率 

1.株式会社ソディック    7.33％

2.古川 利彦         4.39％

3.ノーザントラストカンパニー 

エイブイエフシーサブアカウ 

ントアメリカンクライアント 

（常任代理人 香港上海銀行 

東京支店）            2.33％

4.株式会社三井住友銀行   1.59％

5.ソディック共栄持株会   1.46％

1.株式会社ソディック 100％

 

 

４．合併後の状況 

（１）商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金、決算期 

 いずれも変更はありません。 

 

（２）今後の見通し 

 本合併が連結業績に与える影響はありません。また、単独業績に与える影響につきましては現在精

査中であり、必要に応じて別途公表いたします。 

 

以上 


